
別紙 

特許権侵害訴訟の審理モデル（侵害論） 

 

第１回口頭弁論 

  

 

 原告：訴状陳述，基本的書証の提出 

 被告：答弁書陳述（被告主張の概要の提示），基本的書証の提出 

 

 第１回口頭弁論期日においては，原告が訴状を，被告が答弁書をそれぞれ陳

述します。答弁書には，対象製品ないし対象方法の特定・構成，構成要件充足

性に関する認否反論，無効の抗弁（特許法１０４条の３第１項）の主張等，被

告が訴訟において予定している主張全般について，その概要を記載します（詳

細な被告の主張は，次回期日以降に敷衍することが予定されています。）。ま

た，原告，被告とも，証拠説明書とともに基本的書証（特許権の登録原簿，特

許公報，被告製品の概要を示すパンフレット等）を提出します。 

 通常は，次回以降，争点整理のため弁論準備手続期日が指定され，裁判長と

主任裁判官が受命裁判官に指定されて，弁論準備手続を主宰します。 

 

第 1 回弁論準備手続 

 

 

被告：対象製品ないし対象方法の特定，技術的範囲の属否の主張 

無効の抗弁の主張 

 

第１回弁論準備手続期日においては，被告が，被告の立場から対象製品ない

し対象方法を特定した物件目録を作成し，同目録を前提として，技術的範囲の

属否に関する被告の主張を総括的に記載した準備書面を陳述します。また，被

告は，無効の抗弁を主張する場合には，公知技術等を入念に調査した上で，こ

れをまとめた準備書面を陳述し，必要な書証を提出します。 

 

 第２回弁論準備手続 

 

 

 原告：技術的範囲の属否に関する被告の主張に対する反論 

無効の抗弁に対する反論 

 

 第２回弁論準備手続期日においては，原告が，技術的範囲の属否に関する被

告の主張及び無効の抗弁に対する反論（訂正による対抗主張を含む。）をまと



めた準備書面を陳述し，必要な書証を提出します。 

  

 第３回弁論準備手続 

 

 

 被告：技術的範囲の属否に関する原告の主張に対する反論 

無効の抗弁の主張の補充 

 

 第３回弁論準備手続期日においては，被告が，技術的範囲の属否に関する原

告の主張・反論や，無効の抗弁に関する原告の反論に対する再反論を記載した

準備書面を陳述します。 
 

 第４回弁論準備手続 

 

 

 原告：無効の抗弁に対する反論の補充 

 双方：技術説明 

 

 第４回弁論準備手続期日においては，原告が，無効の抗弁に対する反論を補

充する準備書面を陳述します。 

 この段階で，無効論も含めた侵害論についての当事者双方の基本的な主張，

立証が終了していますので，侵害論に関する審理の最終段階として，必要に応

じて当事者双方による技術説明会を実施します。 

 この技術説明会は，当事者双方が，それぞれの主張を要約し，口頭で説明す

る最終プレゼンテーションであり，通常，各当事者に３０分ないし１時間程度

の持ち時間を与えて行います。 

 なお，この技術説明会には，専門的知見を補充するため，当事者の意見を聴

いた上で，専門委員（民事訴訟法９２条の２以下）を関与させることがありま

す。 

 

 第５回弁論準備手続 

 

 

 裁判所：損害論の審理への移行の有無の決定，心証開示（又は終結） 

   ・非侵害の場合 → 終結・和解勧告 

   ・侵害の場合  → 損害論の審理 → 終結・和解勧告 

 

 裁判所は，当事者の技術説明も踏まえて，侵害論についての心証を形成しま

す。 

 非侵害の心証を得た場合には，弁論準備手続を終結し，第２回口頭弁論期日

において弁論を終結して，判決言渡しに至りますが，裁判所の心証を開示した



上で和解を勧告し，和解期日が指定される場合もあります。 

 侵害の心証を得た場合には，弁論準備手続期日において裁判所の心証を開示

した上で損害論に関する争点整理手続に入りますが，この段階で和解を勧告

し，和解期日が指定される場合もあります。 

 なお，心証の開示や，損害論の審理は，当事者による侵害論に関する主張立

証が完了していることを前提としていますので，ご注意ください。また，損害

論においては，対象製品の販売数，販売額や控除すべき経費等が争点になるこ

とが多いので，被告は，これらの点についての主張書面を迅速に提出するとと

もに，必要な資料（例えば，売掛台帳，売上帳，金銭出納帳，仕入帳，買掛

帳，貸借対照表・損益計算書等の決算報告書，総勘定元帳，確定申告書の控え

等）を提出するようにしてください。 

 おって，損害論の審理に関する注意事項については，「損害賠償等に関する

審理について」も併せて参照してください。 

 


